
令和７年度鳥取県山地災害危険地区見直し業務仕様書 

 

 

第１ 適用範囲 

本仕様書は、令和７年度鳥取県山地災害危険地区見直し業務（以下「本業務」という。）に適用す

るものとする。 

 

第２ 業務の目的 

本業務は、鳥取県（以下「甲」という。）が平成２９年度に調査を行った山地災害危険地区につ

いて、山地災害危険地区調査要領（令和６年３月、林野庁）（以下「要領」という。）に基づき、再

点検（見直し）を行って県内における山地災害危険地区の現状を把握及び更新し、災害の未然防止

に資することを目的とする。 

  

第３ 業務の期間 

 本業務の履行期間は、契約締結日から令和７年１２月１５日までとする。 

 

第４ 業務の内容 

  １ 業務の概要 

本業務は、現在稼動中の鳥取県山地災害危険地区情報システム（別紙）に搭載されているソフ

トウェア、ハードウェア及び各種データ等を活用して山地災害危険地区の再点検を行い、その結

果を山地災害危険地区調査取りまとめ様式及び図面作成要領（令和６年３月改正、林野庁）に基

づき取りまとめるとともに、当該結果を鳥取県山地災害危険地区情報システムへ取り込むことを

行うものである。 

 

２ 業務資料作成 

本業務実施にあたり、受注者（以下「乙」という。）は、契約締結後速やかに技術者選任届、

業務実施計画書及びその他甲が指示する書類を鳥取県県土整備部河川港湾局治山砂防課に提出し

なければならない。 

なお、業務実施計画書は、以下の項目について記載するものとする。 

（１） 業務目的及び概要 

（２） 各業務の内容 

（３） 実施方針 

（４） 業務行程（ＷＢＳ（作業項目、作業期間、日数及び人数を記載したもの）） 

（５） 業務組織計画 

（６） 打合せ計画 

（７） 成果物の品質を確保するための計画 

（８） 成果物の内容、部数 

（９） 甲と乙の連絡体制（緊急時を含む） 

（10） その他必要な事項 

 

３ 貸与資料 

甲は、本業務に必要な下記の資料を乙に貸与する。 

（１） 山地災害危険地区調査要領（令和６年３月、林野庁） 

（２） 山地災害危険地区調査取りまとめ様式及び図面作成要領（令和６年３月改正、林野庁） 

（３） 鳥取県山地災害危険地区情報システムのＧＩＳデータ 一式 

ア 山腹崩壊危険地区ポリゴン 



 

イ 崩壊土砂流出危険地区ポリゴン 

ウ 地すべり危険地区ポリゴン 

エ 令和６年度危険度メッシュ 

（４） 治山事業実施状況 一式 

（５） 災害履歴情報（山腹崩壊） 一式 

（６） 砂防指定地、地すべり防止区域、急傾斜地崩壊危険区域情報 一式 

（７） 土砂災害警戒区域の指定状況 一式 

（８） 治山施設個別施設計画情報 一式 

（９） 噴火・泥流履歴情報 一式 

（10） 令和６年度鳥取県山地災害危険地区見直し業務 成果物 一式 

 

４ 再点検の実施および様式作成 

本業務は、鳥取県山地災害危険地区情報システムに蓄積された既存データ等を活用し、山地災

害危険地区の再点検を実施する。再点検の成果は今後の関連業務でも継続活用するため、当該デ

ータを鳥取県山地災害危険地区情報システムへ適切に取り込むものとし、取り込んだ更新後のデ

ータが鳥取県山地災害危険地区情報システムにて正常に動作することについての確認を甲に協

議すること。 

また、乙は本業務において鳥取県山地災害危険地区情報システムの運用に著しく支障をきたす

事象を検出した場合は、甲に協議すること。 

なお、対象とする山地災害危険地区の想定箇所数は、山腹崩壊危険地区：2,150 箇所、地すべ

り危険地区：20 箇所、崩壊土砂流出危険地区：2,280 箇所としている。対象箇所数が増減する場

合は、契約金額の増減について甲乙協議を行うこと。 

 

（１） 作業計画 

業務の目的を把握した上で業務内容を確認し、業務計画書及び工程表を作成すること。 

 

（２） 資料収集整理 

３で示した貸与資料及びその他業務遂行に必要となる資料を収集整理すること。 

 

（３） 調査対象地区の選定 

要領に基づき、山腹崩壊危険地区・地すべり危険地区・崩壊土砂流出危険地区について

調査対象地区を選定する。選定した調査対象地区については、鳥取県山地災害危険地区情

報システム上で危険地区ポリゴンの作図を行うこと。なお、調査対象地区の区域の設定方

法は、甲に協議すること。 

 

（４） 調査の実施（状況調査） 

調査対象地区について、過年度業務の成果を活用し、かつ、要領に基づき自然状況調査

（山腹崩壊危険地区は除く）、公共施設等実態調査、保安林等指定状況調査、治山事業実

施状況調査、災害歴調査等を実施すること。なお、公共施設等実態調査における被害想定

区域の設定方法は、甲に協議すること。 

 

（５） 危険度の判定 

（３）で選定した調査対象地区について、要領に基づき危険度判定を実施すること。な

お、治山事業が概成していることを理由に危険度を低減する地区については、事前に甲と

協議すること。 



 

 

（６） 結果のとりまとめ 

（４）および（５）で得られた調査結果をもとに、次の様式を作成すること。 

ア 山腹崩壊危険地区 

 ・様式１－１ ・様式１－２ ・様式４ ・様式６ ・図面１、図面２ 

イ 地すべり危険地区 

 ・様式２ ・様式４ ・様式７ ・図面１、図面２ 

ウ 崩壊土砂流出危険地区 

 ・様式３ ・様式４ ・様式８ ・図面１、図面２ 

また、（３）で作図した危険地区ポリゴンに対して属性値登録を行うこと。 

 

（７） 報告様式の取りまとめ 

（４）および（５）で得られた調査結果をもとに、次の様式を作成すること。 

 ・様式５ ・様式９ ・様式 10 ・様式 11 ・様式 12 ・様式 13 ・図面１ ・図面２ 

 

（８） 報告書作成 

本業務における業務内容の整理を行い、業務報告書として取りまとめるものとする。 

 

（９） 打合せ協議 

本業務の円滑かつ適正な遂行のために、打合せ協議を行う。 

打合せ協議は、着手時、中間時及び完了時の計３回を標準とし、協議は必要に応じて適

宜実施するものとする。 

 

５ 準拠する法令等 

本業務は、本仕様書によるほか、次に示す各種法令等に基づいて行うこと。 

（１） 測量法（昭和２４年法律第１８８号）、同法施行令（昭和２４年政令第３２２号）及び

同法施行規則（昭和２４年建設省令第１６号） 

（２） 国土交通省公共測量作業規程及び同運用基準 

（３） 国土基本図図式及び同運用基準 

（４） 個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号） 

（５） 鳥取県個人情報保護条例（平成１１年鳥取県条例第３号） 

（６） 森林簿及び森林計画図の取扱要領 

（７） 山地災害危険地区調査要領（令和６年３月、林野庁） 

（８） 山地災害危険地区調査取りまとめ様式及び図面作成要領（令和６年３月改正、林野庁） 

 

第５ 守秘事項等 

１ 本業務における成果物（中間成果物を含む。）については、当該業務においてのみ使用するこ

ととし、他の目的に使用してはならない。 

２ 本業務の履行に当たって、知り得た秘密を外部へ漏らしてはならない。 

 

第６ 成果物の部分使用 

甲は乙に中間報告を求めることができる。また甲は、乙に対して部分使用を請求することができる

ものとする。この場合、部分使用の請求及びこれに対する乙の承諾は、業務打合簿をもって行うもの

とする。 

 



 

第７ 消耗品等必要な物品類 

  本業務に用いる消耗品等必要な物品類は、乙が負担するものとする。 

 

第８ 仕様書遵守に要する経費 

  本仕様書を遵守するために要する経費は、全て乙の負担とする。 

 

第９ 成果物 

本業務に係る成果物は、次のとおりとし、納品先は鳥取県県土整備部河川港湾局治山砂防課とする。 

１ 業務報告書(Ａ４版製本) １部、電子データ(ＤＶＤ－Ｒ等にて納品) １部 

２ 様式 一式（ＤＶＤ－Ｒ等にて納品） 

３ 本業務において更新した鳥取県山地災害危険地区情報システムのデータ 一式 

(ＤＶＤ－Ｒ等にて納品) 

４ 部分使用を請求する場合、業務打合簿を作成する。 

    

第１０ その他 

  本仕様書に定めのない事項及び疑義を生じた事項については、甲乙協議の上定めるものとす

る。 

  



 

 

（別紙） 

鳥取県山地災害危険地区情報システム概要 

 

（１）ソフトウェア 

GIS ソフトウェア  : PC-Mapping Ver8 HT､SP 

データベースソフトウェア : Microsoft Access 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

山地災害危険地区情報システム 

PC-Mapping プロジェクトファイル(pcm) 

※管内毎に作成 

PC-Mapping HT ver.8（編集版ソフトウェア） 

PC-Mapping SP ver.8（閲覧用ソフトウェア） 

治山台帳(mdb) 

添付画像(jpg) 

各種レイヤ(nav) 

各種ベクトル地図データ(nav) 
各種地図画像(wnai) 

危険地区調査表(xls) 属性表示ウィンドウ(HTML) 

画像データ(tif、jpg など) 標高メッシュ地図(nem) 

描画パラメータ(pcp) 

クイックバー(qmn) 

画面設定情報(wks) 

メニュー設定情報(pcm) 

起動時の読込み設定ﾌｧｲﾙ 

危険度判定 DB(mdb) 

危険度メッシュ DB(mdb) 

森林簿 DB(mdb) 

リレーション起動 

初期状態では読込みなし 

VBScript 
により制御 

VBScript 
により制御 

外部 DB として 
データ参照 



 

（２）ハードウェア 

ア サーバ機器 Dell PowerEdge R340 

イ OS Microsoft Windows Server 2016 Standard 

ウ CPU インテル R XeonR  E-2124 

エ 内蔵ディスク 2TB×3 

オ ディスクアレイ RAID5 

カ バックアップ装置 ZHD4-UTXR 

キ KVM コンソール RKCINS1708K 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）設置場所 

鳥取県鳥取市東町一丁目２２０番地  鳥取県 NOC 内 

ハードウェア構成図 

鳥取県 NOC 電源 

バックアップ装置 KVM コンソール 

｢鳥取県砂防関係情報管理システム｣ 

格納 HDD 

・プロジェクトファイル 

・レイヤ、背景地図ファイル 

・調書ファイル 

 

システムの主要なデータを格納。一部の背景地図

は｢鳥取県山地災害危険地区情報システム｣格納サ

ーバ内のデータを共有利用する。 

USB3.0 接続 

庁内 LAN 経由 

クライアント端末へ 

｢鳥取県山地災害危険地区情報システム｣ 

格納サーバ 

・PC-Mapping ライセンス管理ソフトウェア 

・共有ファイル（背景地図） 

・プロジェクトファイル 

・レイヤ、背景地図ファイル 

・調書ファイル 

 

両システムの起動確認に必要な管理ソフトウェア

や一部の背景地図データを格納する。 

バックアップ設定や通信設定などの環境設定を行

う。 

治山砂防課サーバ 


